
（ 回  ）

－ － － －

57頁

－

事
業
実
績

○令和２年度実績
　子どもの権利擁護を推進していく参考とするため、条例を制定した自治体における条
例制定までの検討体制や過程等について、新型コロナウイルス感染拡大の影響から主に
電話やインターネットを活用して情報収集を行いました。
　当初予定していた子どもたちや保護者、学校関係者に対する聴き取り調査やアンケー
ト調査は、新型コロナウイルス感染拡大が虐待やいじめなど子どもの権利擁護に与える
影響も想定されたため、それを踏まえて調査方針を検討する必要があり、また、年度当
初の臨時休校や学校施設における感染防止対策の観点から、いずれも実施を見送りまし
た。
※実施内容等の見直しに伴い、令和２年度は予算の執行はありませんでした。

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　子どもの権利擁護を推進するため、条例化や第三者機関の設置に向けて、引き続き調
査検討を進めていく必要があります。
　令和３年度は、条例化や第三者機関の設置に向けた検討体制を構築するとともに、子
ども等の意見を聴く方策について検討します。
　令和４年度は、子ども等の意見を聴きながら条例案を作成し、条例の制定をめざしま
す。

所管課 子ども部　子ども総務課 決算参考書 138頁 R2予算の概要

0円 0.0%

コスト単位 　検討会１回あたり ０

コスト内訳
事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

－

事
業
概
要

内容

　「児童の権利に関する条約」の批准や「児童福祉法」の改正により、子ども
を大人と同じように、権利を有する主体として捉える理念が広く示されるよう
になってきました。
　このため、区では、子どもを権利の主体として捉え、いじめや虐待等から子
どもを守るため、子どもの権利擁護を推進する第三者機関の設置などを盛り込
んだ条例の制定を視野に、調査検討を進めていきます。

事業開始
年度 　令和２年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額 執行率

3,000,000円

1 子どもの権利擁護に関する調査検討【新規】

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　他者を思いやり、人との関係をより良く築く力を共に育
む教育を進めます
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（ 施設）

4,840,000円 〔86.1%〕 〔13.9%〕 〔100.0%〕

67頁

5,618,980円

事
業
実
績

○令和２年度実績
　今後の整備計画における課題となる隣接する公園との一体的な整備を含めて検討する
ために、令和２年８月に「和泉小学校・いずみこども園等施設整備に関する庁内検討
会」を立ち上げました。施設整備における課題を共有するとともに、整備手法について
検討しました。
　なお、コロナ禍において整備計画の策定が遅れたため、令和３年度中の策定に向け、
引き続き検討していきます。

　＜現施設の概要＞

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　和泉小学校・いずみこども園の整備にあたっては、地域の幼年人口の増加傾向を踏ま
え、隣接する和泉公園との関係を含めた様々な観点から、子どもたちにとって最適な方
策を検討していく必要があります。
　令和３年度は、公園との一体的な整備について検討していくとともに、学校関係者や
保護者、地域の関係者と意見交換・情報共有などを行いながら整備計画を策定します。
　令和４年度は、基本設計に着手します。

所管課 子ども部　子ども施設課 決算参考書 138頁 R2予算の概要

4,840,000円 68.2%

コスト単位 　整備１施設あたり １

コスト内訳
事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

778,980円

事
業
概
要

内容

　和泉小学校・いずみこども園等施設は昭和62年に竣工し、築後33年が経過し
ます。設備などの老朽化が進んでいることに加え、各階での利用動線の混在か
ら安全管理上の課題を抱えており、早急な機能改善が求められます。
　整備にあたっては、地域の児童数増への対応や少人数教室、特別支援教室の
整備などの今日的な教育環境の課題を踏まえ、検討を進めていきます。

事業開始
年度   平成30年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額 執行率

7,094,000円

2 和泉小学校・いずみこども園等施設整備調査検討

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

  児童・生徒が安全にのびのびと成長できる環境を整えま
す

所在地  神田和泉町１番地

敷地面積／
 延床面積（全体）

 3,963.06㎡／11,755.38㎡

構造・階数
 鉄骨鉄筋コンクリート構造
 地上８階・地下１階

 和泉小学校（１～５階）

 いずみこども園（１・２階）

 いずみこどもプラザ（５・６階）

 ちよだパークサイドプラザ（５～７階、受付１階）

 プール、給食調理室、防災備蓄倉庫等（地下１階）

 機械設備等（屋上８階）

建物構成
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執行率

83.2%

0.0%

（ 人　）

（ 人　）

6,215円 〔93.5%〕 〔6.5%〕 〔100.0%〕

－ － － －

60頁

（１）国際教育の推進 40,337,000円 33,540,960円

3

内容

　国際的な視野を広め、国際性豊かな幼児・児童・生徒の育成を図り、広く国
際教育を推進します。
（１）幼児・児童国際教育、中学校国際教育、英検資格取得支援
（２）中学生海外派遣・受入

　（１）平成28年度（幼児・児童国際教育、中学校国際教育、英語資格取得支
援を統合）（２）昭和63年度

国際教育の推進

事業開始
年度

事
業
概
要

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　グローバル社会で活躍する資質・能力を育て、主体的・
協働的・創造的に生きる力を身に付ける質の高い教育を進
めます

決算額

7,758,000円 0円

０

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（２）派遣・受入生徒１人あたり

（２）中学生海外派遣・受入

所管課 子ども部　学務課、指導課 決算参考書 140頁 R2予算の概要

－

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）幼児・児童国際教育、中学校国際教育、英検資格取得支援
　　①区立保育園・幼稚園・こども園・小学校へのＡＬＴ派遣実績（年間）
　　　区立保育園、幼稚園、こども園　６時間
　　　小学１・２年生　11時間、小学３・４年生　35時間、小学５・６年生　35時間
　　②区立中学校へのＡＬＴ派遣実績
　　　各学級月３回
　　　※ＡＬＴ（Assistant Language Teacher）：外国人による外国語指導助手
　　③英検資格取得支援
　　　区立中学校・中等教育学校（前期課程）の生徒のうち、英語検定の受験希望者に
　　対し、年１回検定受験料全額を補助
　　　補助件数　1,138件（中学３年生までに同学年全生徒の67.8％が３級以上取得）
　　④「千代田っ子のおもてなし」の配付・活用
　　  新規採用教員と中学１年生に配付し、英語の授業等で活用
（２）中学生海外派遣・受入
　　　新型コロナウイルス感染拡大に伴う入国制限措置を受けて中止
※（２）については、事業の中止により予算の執行はありませんでした。

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　ＡＬＴは、外国語教育の質の向上及び教員の指導力を向上させるため、各校園に派遣
されています。
　令和４年度は、令和３年度に引き続き、ＡＬＴの派遣を行い、外国語教育及び教員の
質の向上を図ります。
　中学生海外派遣・受入事業については、中止とした一方、新型コロナウイルス感染症
の感染状況が改善しなかったため代替事業を実施することができませんでした。
　令和３年度は、十分な感染防止対策を講じたうえで、区立中学２年生全員がＴＧＧ
（東京グローバル・ゲートウェイ）での校外学習に参加できるよう準備を進めていま
す。
　令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の感染状況を注視しつつ、英国ウエストミ
ンスター市との海外交流事業のあり方について検討していきます。

（１）

（２）

433円 6,648円

－

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額

コスト単位
（１）幼児・児童・生徒１人あたり 5,397
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執行率

54.8%

47.8%

34.1%

（ 人　）

（ 事業）

（ 事業）

5,445円 〔65.1%〕 〔34.9%〕 〔100.0%〕

434,622円 〔61.9%〕 〔38.1%〕 〔100.0%〕

130,033円 〔34.6%〕 〔65.4%〕 〔100.0%〕

。

62頁

（２）

（３）

所管課 子ども部　指導課、九段中等教育学校経営企画室 決算参考書 140頁

事
業
実
績
を
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え
た
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況
と
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４
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度
予
算
へ
の
対
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事
業
実
績

事
業
費
・
コ
ス
ト

（３）支援事業１事業あたり

R2予算の概要

245,994円

702,396円

事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

376,027円

267,774円

○令和２年度実績
（１）特色ある教育活動　事業申請数　206事業
　　※その他の事業
　　・理科支援員配置　小学３・４年生の各学級　24時間
　　　　　　　　　　　小学５・６年生の各学級　60時間
　　・学力達成度調査の実施
　　・科学教育センターの開講　年間６回（小学５年生31人参加）
　　・オリンピック・パラリンピック教育活動　事業申請数　38事業
（２）部活動の推進　16事業
　　①外部指導員招聘　吹奏楽部、水泳部、バスケットボール部、バドミントン部、
　　　サッカー部、家庭科部、茶道部など
　　②部活動指導員配置　１校あたり640時間
（３）伝統行事の継承　事業申請数　19事業
　　　学校や地域の伝統行事を実施（和太鼓、金管楽器など）
※（１）から（３）までの各事業とも新型コロナウイルス感染拡大の影響のため、執行
率が低くなりました。
　子どもたちの地域・社会を担う力を育むとともに、各校の創意工夫を凝らした特色あ
る学校づくりが必要です。
　令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大の影響による休校措置など、特色ある教
育活動事業を計画通りに進めるのが難しい状況でした。令和３年度は、感染状況に応じ
て各校園でのＩＣＴを活用した特色ある教育活動も実施できるように計画しています。
　令和４年度は、令和３年度に引き続き、実施方法を工夫しながら、特色ある教育活動
の充実に努めます。また、令和２年度から部活動や和太鼓等の活動は、東京都のガイド
ラインに沿った感染予防対策を行ったうえで実施していますが、こちらも引き続き感染
状況を注視しつつ、予防対策を十分に行ったうえで、継続して取り組んでいきます。

16

7,240,000円 2,470,630円

（１） 2,922円 8,367円

6,953,959円

コスト内訳

コスト単位

（１）児童・生徒１人あたり 4,986

（２）部活動の推進

19

（２）支援事業１事業あたり

14,547,000円

（３）伝統行事の継承

事業開始
年度

（１）特色ある教育活動 49,572,000円

  平成28年度（理科支援員、達成度調査、小学校科学教育センターを統合）

特色ある教育活動

27,148,839円

予算現額 決算額

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

事
業
概
要

4

内容

　各学校の実情を活かした教育活動を展開するため、学校・園が独自の企画を
作成・提案し、教育委員会が提案を審査・決定したうえで実施します。
　「特色ある教育活動」では、専門家や地域の人材等を指導者に迎え、様々な
教育プログラムを展開することで魅力と特色ある学校づくりを推進するととも
に、学校の課題解決に資する事業を実施します。また、この事業は、オリン
ピック・パラリンピック教育の推進にも活用しています。
　「部活動の推進」では、運動や芸術の専門家を部活動の講師として招き、児
童・生徒の意欲や技術を高めます。そして、「伝統行事の継承」では、学校や
地域の伝統行事を継承し、地域との連携を図ります。

　グローバル社会で活躍する資質・能力を育て、主体的・
協働的・創造的に生きる力を身に付ける質の高い教育を進
めます
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執行率

91.5%

67.4%

（ 人　）

（ 人　）

2,434円 〔78.8%〕 〔21.2%〕 〔100.0%〕

205,276円 〔83.4%〕 〔16.6%〕 〔100.0%〕

58頁

5 個に応じた指導の充実

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　他者を思いやり、人との関係をより良く築く力を共に育
む教育を進めます

事
業
概
要

内容

　児童・生徒の増加や障害の多様化などに伴い、個に応じたきめ細やかな指
導・支援体制が必要となっています。区立の学校や園に心理等の専門家を派遣
し、特別な支援が必要な児童・生徒等を支援する体制の充実を図ります。
（１）巡回アドバイザー（教職員・保護者への専門的な視点から助言）
（２）学校生活サポート
　　①講師（特別支援教育）‥障害に応じた特別の指導、教員の補助
　　②特別支援教育専門員‥‥学習支援、行動観察、連絡調整
　　③特別支援教育支援員‥‥学習支援、生活支援、安全確保
　　④通訳支援員‥‥‥‥‥‥学級内における通訳支援
　　⑤講師（日本語指導）‥‥日本語指導教室による指導
　※①、②は、特別支援教育指導員の職の廃止に伴い令和２年度から新たに設
　置された職です。

事業開始
年度 　（１）平成18年度（２）平成19年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額

（１）巡回アドバイザー 15,807,000円 14,467,321円

（２）学校生活サポート 109,937,000円 74,104,658円

コスト単位
（１）対象幼児・児童・生徒１人あたり 5,945

（２）対象幼児・児童・生徒１人あたり 361

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　多様性を尊重し、共生社会を形成していくためには、障害や文化の違いに対する理解
が不可欠であり、そのためには、適切な指導・支援が必要です。
　令和３年度は、児童・生徒の状態に応じた指導・支援をより充実させるため、小学
校、中学校、中等教育学校に配置している講師（特別支援教育）と、幼稚園、こども
園、小学校に配置している特別支援教育専門員の配置人数を増員し、支援体制の充実を
図っています。
　令和４年度も引き続き、専門的知識・経験等を有する人材を学校等に派遣・配置し、
児童・生徒等の状態に応じた指導・支援を実施していくための体制の充実を図ります。

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（１） 655円 3,089円

所管課 子ども部　学務課、指導課 決算参考書 140頁 R2予算の概要

（２） 40,999円 246,275円

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）巡回アドバイザー派遣（１校（園）あたりの平均派遣時間数）
　　・幼稚園、保育園　　　　55時間　・こども園　72時間　・小学校　130時間
　　・中学校、中等教育学校　51時間
（２）学校生活サポート
　　①講師（特別支援教育）19人（小中学校、中等教育学校）
　　②特別支援教育専門員  25人（幼稚園、こども園、小学校）
　　③特別支援教育支援員  98人（幼稚園、こども園、小中学校、中等教育学校）
　　④通訳支援員　　　　　３人（幼稚園、小学校）
　　　※中国語２人、インドネシア語１人
　　⑤講師（日本語指導）  ３人（申請者28人に対して小中学校に巡回訪問指導）
　※①、②、⑤の経費は子ども職員費に含まれています。
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執行率

88.3%

0.0%

0.0%

（ 人　）

（ 人　）

（ 人　）

1,539円 〔82.5%〕 〔17.5%〕 〔100.0%〕

－ － － －

－ － － －

55頁

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）いじめ防止プロジェクト
　　①24時間365日対応のいじめ・悩み相談ホットラインの設置　相談件数84件
　　（うち、いじめ案件14件）
　　②子どもや保護者を支援するスクールソーシャルワーカーの派遣　相談件数46件
　　③学級経営支援アドバイザーの派遣による学校経営への指導助言等
    ④学校生活アンケート（６月～10月に１回目、11月～２月に２回目実施）
　　⑤いじめ相談レター（６月、９月の２回実施）
（２）社会体験・インターンシップ（新型コロナウイルス感染拡大のため中止）
（３）親子で学ぶ「情報モラル」（新型コロナウイルス感染拡大のため中止）
※（２）、（３）は、事業の中止により予算の執行はありませんでした。

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　「いじめ・悩み相談ホットライン」への相談により、いじめ案件として認知し対応に
つなげました。令和４年度は、令和３年度に引き続き、全区立学校実施の学校生活アン
ケートやいじめ相談レター等を実施し、いじめや不登校の未然防止、早期発見及び早期
対応に努めます。また、白鳥教室（適応指導教室）等の関係機関やスクールカウンセ
ラー等の専門家と連携しながら、さらなる校内支援体制の充実を図るとともに、白鳥教
室では指導の充実を検討していきます。
　親子で学ぶ「情報モラル」については、ＩＣＴ環境が整備されたことにより、今まで
以上にＳＮＳ等（自身の情報を発信できるツール）の安全な利用方法を学習し、情報モ
ラルを身に付ける必要があります。令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大を受
け、実施を見合わせましたが、令和３年度は、オンラインでの受講も視野に実施方法の
見直しを検討し、令和４年度に向け実施体制を整えていきます。
　社会体験・インターンシップについても、同様にオンライン講演会や職場体験等の実
施に向け、検討していきます。

所管課 子ども部　指導課 決算参考書 142頁 R2予算の概要

（２） － －

（３） － －

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（１） 327円 1,866円

コスト単位

（１）児童・生徒１人あたり 4,758

（２）参加生徒１人あたり ０

（３）児童・生徒１人あたり ０

7,320,958円

（２）社会体験・インターンシップ 55,000円 0円

（３）親子で学ぶ「情報モラル」 50,000円 0円

事
業
概
要

内容

　心の教育コーディネーターや臨床心理士などの専門家と連携しながら、親子
を対象とした取組みを推進し、心の教育の推進を図ります。
　「いじめ問題」については、「千代田区いじめ防止等のための基本条例」に
基づき、子どもたちのＳОＳを見逃さず、未然防止・早期発見・早期対応がで
きるよう、学校・家庭・地域がともに手を携えた取組みを進めます。
　社会体験・インターンシップでは、様々な人々との関わりを通して自己を確
立するための基礎を育てる職場体験を実施します。
　情報モラルの育成に向けては、ＳＮＳ使用に関する家庭ルールである「ＳＮ
Ｓ我が家ルール」づくりの啓発に努めます。

事業開始
年度 　平成18年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額

（１）いじめ防止プロジェクト 8,295,000円

6 心の教育の推進

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　他者を思いやり、人との関係をより良く築く力を共に育
む教育を進めます
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（ 　　）

－ － － －

58頁

－

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）学校等対策支援チームへの相談件数　19件
　　 （内訳）
　　　・弁護士への相談　　　19件
　　　・臨床心理士への相談　０件
（２）学校等対策支援チーム定例会の実施　４回（７月、10月、12月、３月）
（３）メンタルヘルス研修会の実施　０回
※学校内で解決する事案が多かったことにより、学校等対策支援チームへの相談が減少
しました。また、人事管理の一環として長時間労働教員に面接指導を行うなど、実効性
の高いメンタル面の管理をしたことや新型コロナウイルス感染拡大防止のため、メンタ
ルヘルス研修会実施を見送ったことにより、執行率が低くなりました。

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　学校等だけで解決することが困難な案件については、問題が深刻化する前に専門的知
見に基づいた適切な指導・助言を受けることが重要です。
　令和４年度も、令和３年度に引き続き、学校等対策支援チーム（スクールロイヤー）
を設置し、問題解決に向けた適切な対応策を検討できる体制を整えていきます。

所管課 子ども部　指導課 決算参考書 142頁 R2予算の概要

355,000円 21.6%

コスト単位 　コスト調査対象外 　 －

コスト内訳
事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

－

事
業
概
要

内容

　いじめ問題や保護者等からの多様な要求など、学校等で発生する問題に対
し、弁護士や臨床心理士の専門的な立場から助言や支援を受けることができる
よう、学校等対策支援チーム（スクールロイヤー）を設置し、学校等の適切か
つ円滑な運営を支援しています。
※予算は、指導一般事務費の一部として計上しています。

事業開始
年度 　平成20年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額 執行率

1,640,000円

7 学校等対策支援

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　他者を思いやり、人との関係をより良く築く力を共に育
む教育を進めます
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執行率

60.4%

63.3%

49.1%

（ 人　）

（ 人　）

（ 人　）

143,704円 〔99.1%〕 〔0.9%〕 〔100.0%〕

134,950円 〔96.3%〕 〔3.7%〕 〔100.0%〕

94,813円 〔93.4%〕 〔6.6%〕 〔100.0%〕

64頁

8 ＩＣＴ教育の推進【補正予算】

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　グローバル社会で活躍する資質・能力を育て、主体的・
協働的・創造的に生きる力を身に付ける質の高い教育を進
めます

事
業
概
要

内容

　新たな時代を生き抜く人材の育成に向け、ＩＣＴ教育の環境整備に努めてい
ます。令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う臨時休校等への対応
も踏まえ、国のＧＩＧＡスクール構想を、計画を前倒しして実現します。
　また、ＩＣＴサポーターを配置して、ＩＣＴ機器を活用した授業の指導補助
や、教材・学習資料の作成・活用、情報モラルの研修など、効果的なＩＣＴ教
育の実践を計画的に支援します。

事業開始
年度   平成14年度（平成26年度からＩＣＴ教育の推進として拡充）

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額

（１）小学校管理分 734,885,000円 443,614,843円

（２）中学校管理分 158,429,000円 100,267,852円

（３）中等教育学校管理分 179,373,000円 87,986,839円

コスト単位

（１）児童１人あたり 3,087

（２）生徒１人あたり 743

（３）生徒１人あたり 928

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（１） 1,262円 144,966円

（２） 5,242円 140,192円

（３） 6,715円 101,528円

事
業
実
績

○令和２年度実績
　国の「ＧＩＧＡスクール構想」に伴い、児童・生徒１人につき１台のタブレット型Ｐ
Ｃの配備を実現し、校内通信回線の整備などＩＣＴ教育をさらに推進する環境を整えま
した。そして、端末の持ち帰りができるようになったことで、ＩＣＴを活用した宿題提
出など教育の幅を広げることができました。
（１）整備実績
　　①タブレット端末
　　・区立小中学校　児童・生徒用4,300台
　　・九段中等教育学校　生徒用980台　教員用94台
　　②レール式大型提示装置　区立小中学校177台
　　③ＬＡＮ配線　区立小中学校、中等教育学校ともに最新規格のケーブルへ張り替え
　　④その他　教職員及び児童・生徒１人ずつに１アカウントを付与して双方向でのオ
　　　ンライン学習が可能となる環境を整備
（２）ＩＣＴサポーターの派遣（１校あたり）
　　　区立小中学校　年間45日、九段中等教育学校　学校休業日を除く週２～３日
※九段中等教育学校管理分のリース期間の短縮等により、執行率が低くなりました。

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　令和２年度は、１人１台のタブレット型ＰＣ配備や校内通信環境の整備を行いました
が、今後は今回整備した環境をいかに活用し、児童・生徒の「個別最適な学び」と「協
働的な学び」を実現していくかが課題となっています。
　区立小中学校ではＩＣＴ教育をさらに充実させるため、令和３年度に校務支援システ
ムのリプレースに合わせ「ＩＣＴ学校教育システムの推進」として現環境を再構築しま
す。クラウドを用いた児童・生徒の学習履歴（学習ログ）の活用や学校からの細かなヒ
アリングを基にしたサポート体制の充実などを行い、教員・児童・生徒の力を最大限に
発揮できる環境を構築します。
　令和４年度は、リプレースにおいて発展させた環境を本格的に運用し、主体的・対話
的で深い学びの実現に向けて支援を充実させていきます。

所管課 子ども部　指導課、九段中等教育学校経営企画室 決算参考書 144、146頁 R2予算の概要
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執行率
52.2%
70.9%

99.6%

86.7%
（ １ 施設） 
（ １ 施設） 
（ １ 施設） 
（ 305 人　） 

524,148,000円 〔98.5%〕 〔1.5%〕 〔100.0%〕

6,048,900円 〔79.5%〕 〔20.5%〕 〔100.0%〕

82,060,000円 〔96.3%〕 〔3.7%〕 〔100.0%〕

508,752円 〔95.7%〕 〔4.3%〕 〔100.0%〕

68頁所管課 子ども部 子ども施設課、学務課 決算参考書 144、150頁 R2予算の概要

（４） 22,958円 531,710円

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）お茶の水小学校・幼稚園施設整備検討協議会
　　　平成28年度の発足以来、計15回開催し、検討を重ねてきました。
（２）新築工事
　　　令和２年５月に解体工事が完了し、12月から新築工事に着手しました。
　　※前払金が当初予定していた額より減額となったため、執行率が低くなりました。
（３）埋蔵文化財調査
　　　令和２年６月から11月まで、埋蔵文化財の発掘調査を行いました。
（４）仮校園舎運営
　　　送迎バスの運行にあたっては、「三つの密」を避けるため１日５台体制から７台
　　体制に増車して運行しました。また、通学路上に学童擁護や見守り要員を増員配置
　　し、徒歩で通学する児童の登下校時の安全確保を図るとともに、鉄道を利用して通
　　学する児童には通学定期券額の補助を行いました。

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　掘削作業の過程で敷地の一部から旧校舎（昭和元年建設）の地下躯体が出現し、そこ
からアスベストの含有が確認されたため、アスベスト除去及び地下躯体の解体除去作業
が必要となります。令和５年度の竣工を予定していますが、現在工期への影響を含め精
査中です。埋蔵文化財調査については、発掘調査完了後、遺構整理及び調査報告書の作
成をしています。また、現在送迎バスの発着場所となっている錦華公園の工事が予定さ
れており、乗降に際して児童の安全を確保する必要があります。さらに、新型コロナウ
イルス感染症が収束するまでの期間、送迎バスを増車し感染防止を図ります。
　令和４年度は、令和３年度に引き続き、児童・園児、周辺地域に十分に配慮しながら
工事を進めていきます。

（２） 1,557,959円 7,606,859円
（３） 3,115,919円 85,175,919円

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）
（１） 7,789,797円 531,937,797円

（４）お茶の水小学校・幼稚園仮校舎運営 179,069,000円 155,169,317円

コスト単位

（１）整備１施設あたり
（２）整備１施設あたり
（３）整備１施設あたり
（４）児童・幼稚園児１人あたり

524,148,000円
（２）お茶の水小学校・幼稚園の整備（事務費） 8,534,000円 6,048,900円
（３）お茶の水小学校・幼稚園の整備（埋蔵文化
　　　財調査）

82,403,000円 82,060,000円

事
業
概
要

内容

　お茶の水小学校・幼稚園は、老朽化が進んだ小学校校舎の機能更新を図ると
ともに、幼稚園仮園舎を校舎に取り込み、地域の防災拠点や地域コミュニティ
の核としての役割を踏まえた施設整備を進めています。
　令和２年度は、解体工事を完了させ、新築工事に着手します。また、令和元
年度に存在が確認された遺構・遺物について、埋蔵文化財調査を行います。
　工事期間中は、送迎バスを運行するほか、通学路上に学童擁護や見守り要員
を増員配置し、徒歩で通学する児童の登下校時の安全確保を図ります。また、
鉄道を利用して通学する児童の交通費を補助します。なお、新型コロナウイル
ス感染防止対策として、送迎バスを５台体制から７台体制にします。

事業開始
年度 　平成23年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額
（１）お茶の水小学校・幼稚園の整備（工事費） 1,004,272,000円

9 お茶の水小学校・幼稚園の整備関連事業【補正予算】

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　児童・生徒が安全にのびのびと成長できる環境を整えま
す

34



（ 回　）

127,333円 〔93.8%〕 〔6.2%〕 〔100.0%〕

70頁

10 子どもの遊び場確保の取組み【補正予算】

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　児童・生徒が安全にのびのびと成長できる環境を整えま
す

事
業
概
要

内容

　区内の公園などに子どもの遊び場を確保し、子どもたちが外でのびのびと遊
び、健やかに育つことができるような環境づくりを進めています。また、学識
経験者、地域、学校、ＰＴＡ関係者、青少年委員、スポーツ推進委員などで構
成する「子どもの遊び場推進会議」で、事業の評価・検証を行いながら、事業
の在り方や実施方法を検討します。

事業開始
年度 　平成24年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額 執行率

127,095,000円 88,241,844円 69.4%

コスト単位 　遊び場実施１回あたり 693

コスト内訳
事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

8,431円 135,764円

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）遊び場の運営実績

　　 ※「ふじみこどもひろば」は、10時と16時30分、「くだんしたこどもひろば」は10時30分と
　　　 16時30分の参加人数を合計し、記載しています。
　　　 ※「ふじみこどもひろば」及び「くだんしたこどもひろば」の一部は、保育園の代替園庭と
　　　 しても活用しています。

　

　　　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、プレーリーダーを配置しての「子ども
　　の遊び場事業」を一定期間中止しましたが、新型コロナウイルス感染拡大に伴う学
　　校・保育園等の休業中は、「小川広場フットサルコート」、「旧今川中学校」、
　　「芳林公園」、「ふじみこどもひろば」を平日も緊急開放しました。
（２）子どもの遊び場推進会議開催実績　　１回（令和３年２月17日開催）

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　令和３年度も、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、プレーリーダーを配置して
の「子どもの遊び場事業」やくだんしたこどもひろばのミニバスエリアを一定期間中止
しています。
　令和４年度も引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染状況等を注視しながら、子
ども達が安心して遊べる遊び場の管理・運営に取り組みます。また、くだんしたこども
ひろばの開放期間が令和４年11月（予定）で終了するため、閉鎖の周知を適切に行って
いきます。

所管課 子ども部　子育て推進課 決算参考書 150頁 R2予算の概要

場所 実施回数 参加人数

外濠公園総合グラウンド内芝生広場　（水曜） 31 639

和泉公園（木曜） 32 649

和泉公園（土曜） 27 592

東郷元帥記念公園下段部分

小川広場フットサルコート（日曜） 33 474

旧今川中学校（日曜） 31 510

芳林公園（日曜） 32 413

旧永田町小学校（日曜） 32 374

計 218 3,651

ふじみこどもひろば（土日祝日）※ 116 5,140

くだんしたこどもひろば（毎日）※ 359 9,597

計 475 14,737

工事中につき休止中
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執行率

98.9%

92.0%

（ 　　）

（ 人　）

－ － － －

54,194円 〔97.8%〕 〔2.2%〕 〔100.0%〕

49頁所管課 子ども部　子育て推進課 決算参考書 152頁 R2予算の概要

（２） 1,227円 55,421円

事
業
実
績

○令和２年度実績
　手当支給者数

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　児童手当支給対象者の増加に伴い、事務作業量も増加していますが、申請に対しては
迅速かつ適正に手当を支給しています。
　令和４年度は、令和３年度に引き続き、児童手当・次世代育成手当の支給を継続する
ことにより、子育て世帯の経済的負担を軽減し、児童の健やかな成長につなげます。

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（１） － －

799,230,000円

（２）次世代育成手当 112,158,000円 103,185,000円

コスト単位
（１）コスト調査対象外 　―

（２）支給児童１人あたり 1,904

事
業
概
要

内容

　次代の社会を担う児童の健やかな成長をサポートするため、０歳から中学校
修了（15歳になる年度の３月31日）までの児童を対象に国の制度として「児童
手当」を支給しています。
　また、区の独自制度として、妊娠時から高校生相当年齢（18歳になる年度の
３月31日）までの支援が、児童の健全育成の観点から不可欠であるという考え
のもと、所得制限のない「次世代育成手当」を支給しています。

事業開始
年度 　（１）昭和46年度（２）平成18年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額

（１）児童手当 808,175,000円

11 児童手当等の支給

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　安心して子育てができ、子どもたちがすくすくと育つ地
域づくりを進めます

妊娠時
（第20週以降）

未就学 小学生 中学生 高校生

次世代育成手当
【区独自手当】
誕生準備手当
45,000円

次世代育成手当
【区独自手当】
児童１人につき
月額5,000円

児童手当（国制度）
所得制限未満
・3歳未満児童１人につき月額15,000円
・3歳以上小学校修了までの児童第1・2子
１人につき月額10,000円
第3子以降 １人につき月額15,000円
・中学生１人につき月額10,000円

児童手当（国制度）
所得制限以上
・児童1人につき一律月額5,000円

令和２年度 令和元年度 平成30年度

児童手当 8,541人 7,949 人 7,509 人

次世代育成手当 1,821人 1,842 人 1,785 人
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執行率

66.5%

85.3%

78.6%

66.1%

（ 件　）
（ 件　）
（ 件　）
（ 件　）

2,002円 〔96.8%〕 〔3.2%〕 〔100.0%〕

2,683円 〔97.6%〕 〔2.4%〕 〔100.0%〕

2,644円 〔88.9%〕 〔11.1%〕 〔100.0%〕

65円 〔67.7%〕 〔32.3%〕 〔100.0%〕

50頁

12 こども医療費助成

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　安心して子育てができ、子どもたちがすくすくと育つ地
域づくりを進めます

事
業
概
要

内容

　次代を担う子どもの健やかな育成と保健の向上を図るため、保護者と子ども
が共に区内に住所を有し、国内の健康保険に加入していることを条件に、所得
制限なしで医療費助成を行っています。
　０歳から15歳までは乳幼児医療費助成及び義務教育就学児医療費助成を、16
歳から18歳までは高校生等医療費助成を実施しています。

事業開始
年度 　（１）平成５年度（２）平成19年度（３）平成23年度（４）平成５年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額

（１）乳幼児医療費助成 176,502,000円 117,355,161円

（２）義務教育就学児医療費助成 182,846,000円 155,921,369円

（３）高校生等医療費助成 39,533,000円 31,075,955円

（４）こども医療費助成事務費 12,271,000円 8,110,879円

コスト単位

（１）助成１件あたり 58,612
（２）助成１件あたり 58,111
（３）助成１件あたり 11,754
（４）助成１件あたり 123,865

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）
（１） 66円 2,068円
（２） 67円 2,750円
（３） 331円 2,975円
（４） 31円 96円

事
業
実
績

○令和２年度実績
　
　医療証発行件数

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　各種医療費助成件数の増加に伴い、事務作業量も増加していますが、申請に対しては
迅速かつ適正に助成を行っています。
　令和４年度は、令和３年度に引き続き、乳幼児医療費助成・義務教育就学児医療費助
成・高校生等医療費助成を実施し、子育て世帯のサポートにつなげます。

所管課 子ども部　子育て推進課 決算参考書 152頁 R2予算の概要

令和２年度 令和元年度 平成30年度

乳幼児 4,223件 4,190 件 4,087 件

義務教育 4,776件 4,441 件 4,152 件

高校生等 1,163件 1,141 件 1,150 件
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執行率

56.4%

5.1%

（ 件　）

（ 件　）

124,408,280円 〔97.0%〕 〔3.0%〕 〔100.0%〕

5,899,880円 〔48.6%〕 〔51.4%〕 〔100.0%〕

31頁所管課 子ども部　子育て推進課 決算参考書 152頁 R2予算の概要

（２） 6,231,838円 12,131,718円

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）私立保育所開園
　　ア 令和２年４月１日開園
       ※①～③に係る整備補助は、令和元年度に実施済
  　　　①あい・あい保育園三番町園 　 定員50名
　　　　②平河町ちとせ保育園　    　  定員60名　  1,174,756円（人材確保補助）
　　　　③ほっぺるランド外神田　　    定員87名　  　359,261円（人材確保補助）
　　イ 令和３年４月１日開園
       ※①・②に係る人材確保補助は、令和３年度予算で実施
　　　　①岩本町ちとせ保育園　　　   定員110名　382,416,635円（整備補助）
                      　　　　　　（令和３年度定員 69名）
    　　②外神田かなりや保育園　 　　 定員50名　238,090,750円（整備補助）
（２）令和４年度以降に開設予定の私立保育所
　　　（仮称）まなびの森保育園神保町 定員100名
　　　 既存の建物（旧高齢者センター）の建物解体工事に着手しました。
※「私立保育所等整備補助」は、（仮称）まなびの森保育園神保町の新築工事に着手で
きなかったため、執行率が低くなりました。
※「保育所用地の整備」は、旧高齢者センターの解体工事施工者から工事着手金の支払
い要請がなかったため、執行率が低くなりました。

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　（仮称）まなびの森保育園神保町の整備については、旧高齢者センターの解体工事、
保育所の新築工事だけでなく、隣接する神保町愛全公園の改修工事も併せて行うため、
地域の関係者との合意形成をより丁寧に行うとともに、各工事の状況を注視しながら適
切に進捗管理を行う必要があります。
　令和４年度は、令和３年度に引き続き、私立保育所の開設準備を進め、待機児童ゼロ
の継続をめざします。

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（１） 3,894,899円 128,303,179円

622,041,402円

（２）保育所用地の整備 115,382,000円 5,899,880円

コスト単位
（１）補助１件あたり ５

（２）整備１件あたり １

事
業
概
要

内容

　待機児童ゼロの継続をめざし、「子ども・子育て支援事業計画」による保育
の供給計画に基づき、区内の保育需要の高い地域に私立認可保育所を整備する
保育所設置運営事業者に対し、整備経費の支援を行っています。
　令和２年度は、私立認可保育所３園の開設準備を進めます。また、区有地
（旧高齢者センター跡地）を活用し、保育所用地とするため、既存建物を解体
し当該用地を整備します。
　加えて、私立保育所を開設する事業所に対し、開設前の人材確保に要する経
費を補助し、保育サービスの向上と適正な人材配置を支援します。

事業開始
年度 　（１）平成22年度（２）令和元年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額
（１）私立保育所等整備補助（私立保育
　　　所）

1,103,358,000円

13 私立保育所等整備関連事業

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　保護者の多様なライフスタイルに応じた子育てができる
環境を整えます
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執行率

17.3%

76.9%

（ 件　）

（ 人　）

11,479,198円 〔85.5%〕 〔14.5%〕 〔100.0%〕

1,362,495円 〔98.9%〕 〔1.1%〕 〔100.0%〕

42頁所管課 子ども部　児童・家庭支援センター 決算参考書 152、160頁 R2予算の概要

（２） 14,652円 1,377,147円

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）私立保育所等整備補助（私立学童クラブ）
　　　令和３年４月開設の２施設を整備しました。

　　※施設整備費及び開設前家賃経費が低額だったため執行率が低くなりました。
（２）私立学童クラブ運営補助

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　麹町地区と神田地区に各１か所の私立学童クラブの整備を行い、令和３年４月に開設
しました。この実績により、全ての区立小学校の周辺に私立学童クラブを設置すること
ができました。運営補助については、通常の運営費のほか、新型コロナウイルス感染拡
大防止対策に伴う経費を追加補助し、私立学童クラブの安定した事業運営を支援しまし
た。
　令和３年度は、既存の７施設及び新設の２施設に対して補助を行うことで、運営事業
者を支援しています。
　令和４年度も引き続き運営補助を通じて子育て支援サービスの向上を図り、子どもた
ちの健全育成を推進していきます。

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（１） 1,947,450円 13,426,648円

22,958,396円

（２）私立学童クラブ運営補助 565,513,000円 434,636,000円

コスト単位
（１）補助１件あたり 　２

（２）在籍者１人あたり 319

事
業
概
要

内容

　私立学童クラブでは、多様な就労形態に対応するため、21時までの夜間延長
保育や一部の施設における一時預かり保育の実施などにより、子育て支援の充
実を図っています。
　令和２年度は、学童クラブの需要に応じ、区立小学校の周辺に新たな私立学
童クラブを整備します。また、私立学童クラブへの運営補助として、新型コロ
ナウイルス感染症対策に伴う経費について追加補助することで、安定した運営
を支援します。

事業開始
年度 　（１）平成29年度　（２）平成23年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額
（１）私立保育所等整備補助（私立学童ク
　　　ラブ）

132,679,000円

14 私立学童クラブへの補助【補正予算】

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

  保護者の多様なライフスタイルに応じた子育てができる
環境を整えます

整備施設名 定員 所在地

学童保育じゃんぷ 九段クラブ 40人 九段南４丁目１番10号 グランドメゾン九段南２階

ベネッセ万世橋学童クラブ 40人 外神田１丁目１番13号 万世橋出張所・区民館４階

２年度 元年度 30年度 開設年月

二番町こどもクラブ 70人 74人 71人 71人 平成23年4月

ポピンズアフタースクール一番町 50人 52人 52人 50人 平成25年12月

グローバルキッズ飯田橋第一学童クラブ 50人 50人 47人 63人 平成27年4月

グローバルキッズ飯田橋第二学童クラブ 50人 50人 48人 ― 平成31年4月

麹町こどもクラブ 45人 44人 35人 17人 平成30年4月

キッズクラブ神田 50人 22人 22人 ― 平成31年4月

東神田らる学童クラブ 40人 27人 ８人 ― 平成31年4月

施設名 定員
学童クラブ在籍者数（各年度5月1日付）
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執行率
93.0%
95.0%
56.3%
90.9%
48.5%
55.5%
77.9%

（ 人　）
（ 人　）
（ 人　）
（ 人　）
（ 人　）
（ 人　）
（ 人　）

3,012,500円 〔99.7%〕 〔0.3%〕 〔100.0%〕

2,955,959円 〔99.6%〕 〔0.4%〕 〔100.0%〕

5,655,752円 〔92.4%〕 〔7.6%〕 〔100.0%〕

4,789,893円 〔95.3%〕 〔4.7%〕 〔100.0%〕

9,485,111円 〔98.1%〕 〔1.9%〕 〔100.0%〕

13,185,567円 〔97.8%〕 〔2.2%〕 〔100.0%〕

2,666,456円 〔99.1%〕 〔0.9%〕 〔100.0%〕

33頁

15 私立保育所等への運営補助【拡充・補正予算】

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　保護者の多様なライフスタイルに応じた子育てができる
環境を整えます

事
業
概
要

内容

　認可保育所、地域型保育事業、認証保育所などの私立保育所等においても、
区立保育園・幼稚園と同水準の子育て環境が確保されるよう、様々な補助や支
援を行っています。令和２年度は、配慮を要する乳幼児の保育を行う場合の
「障害児等対応加算」など２つの加算を新設し、子どもたちが安全・安心に過
ごせるよう、保育の質の向上と充実を図ります。また、新型コロナウイルス感
染拡大に伴い、安全対策を施す保育施設運営事業者への補助を実施します。

事業開始
年度

　（１）平成23年度（２）平成27年度（３）平成15年度（４）平成28年度
　（５）平成27年度（６）平成27年度（７）平成16年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額
（１）私立保育所等運営補助（認可保育所） 3,205,594,000円

105,484,538円

2,982,375,395円
（２）私立保育所等運営補助（認定こども園） 392,186,000円 372,450,853円
（３）地域型保育事業運営補助（家庭的保育事業） 50,190,000円 28,278,761円

５

（１）園児１人あたり

（４）地域型保育事業運営補助（小規模保育事業） 52,687,000円 47,898,932円
（５）地域型保育事業運営補助（居宅訪問型保育事業） 254,406,000円 123,306,440円
（６）地域型保育事業運営補助（事業所内保育事業） 190,123,000円

10
（５）利用者１人あたり
（６）園児１人あたり ８

（７）認証保育所等運営補助 1,321,366,000円 1,029,252,033円

（２）園児１人あたり 126
（３）園児１人あたり

（７）園児１人あたり 386
コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

コスト単位

990

13
（４）園児１人あたり

（１） 7,868円 3,020,368円
（２） 12,365円 2,968,324円
（３） 467,388円 6,123,140円
（４） 233,694円 5,023,587円

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　女性の社会進出の進展に加え、乳幼児人口の増加や、ライフスタイルの多様化などか
ら保育需要が増加するとともに保育ニーズが多様化しています。その中で区として様々
な施策を実施した結果、令和３年４月も待機児童ゼロを達成しました。一方で、待機児
童の解消だけではなく、保育所等の運営を一層充実させていくことも必要です。
　令和３年度は、保育士が保育に専念できるよう保育補助のための人材確保に係る経費
への補助などを開始するとともに、感染症防止対策への補助を継続するなど、社会状況
を踏まえた柔軟な補助を実施することで保育施設の運営支援を図っています。
　令和４年度も引き続き、保育の質の向上と充実を図り、就学前の子どもが等しく良好
な保育環境を享受できるように、事業者と保護者を支援していきます。

（５） 179,765円 9,664,876円
（６） 292,117円 13,477,684円

所管課 子ども部　子ども支援課 決算参考書 154、156頁 R2予算の概要

（７） 24,217円 2,690,673円

事
業
実
績

○令和２年度実績
【補助実施施設】
（１）私立保育所等（認可保育園15園、認定こども園１園）
（２）地域型保育事業（家庭的保育事業２施設、小規模保育事業１施設、居宅訪問型保
　　育事業４事業者、事業所内保育事業５施設）
（３）認証保育所等（幼保一体施設２園、認証保育所10園、区緊急保育施設１園、区補
　　助対象保育室２室）
※地域型保育事業のうち、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業及び事業所内保育事業
については、在籍児童数の減少に伴う補助実績により、執行率が低くなりました。
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執行率

0.0%

0.0%

（ 施設）

（ 人　）

0円 〔0.0%〕 〔100.0%〕 〔100.0%〕

－ － － －

46頁

16 病児保育室事業【新規】

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　保護者の多様なライフスタイルに応じた子育てができる
環境を整えます

事
業
概
要

内容

　区内には、集団保育を受けることが困難な病気の急性期において、児童の保
育を実施できる施設がなく、これらの児童を預けられる施設のニーズが高まっ
ています。
　そのため、区では、新たに病児保育施設の整備を促進するために、施設の設
置・運営をする事業者に対し整備費及び運営費を支援します。

事業開始
年度 　令和２年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額

（１）病児保育室整備 30,000,000円 0円

（２）病児保育室運営 12,316,000円 0円

コスト単位
（１）整備１施設あたり １

（２）利用者１人あたり ０

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　病児保育（急性期）に加え、病後児保育（回復期）にも対応できる施設とすること
で、利用者のニーズに柔軟に対応することが可能となります。
　新型コロナウイルス感染症の流行は依然として予断を許さない状況ではありますが、
事業実施場所の決定等、令和３年度は病院と引き続き協議を行います。
　令和４年度も、感染状況と病院の運営状況を注視しながら、施設の開設に向けた準備
を進めていきます。

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（１） 4,673,878円 4,673,878円

所管課 子ども部　子育て推進課、子ども支援課 決算参考書 156頁 R2予算の概要

（２） － －

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）病児保育室設置場所の選定
　　　体調急変時にも迅速な対応が可能である医療機関を候補地とし、麹町地域、神田
　　地域の両地域からのアクセスが良く、また、小児科が設置され、入院対応が可能な
　　東京逓信病院を病児保育室設置の協力病院とし、協議を開始しました。
（２）東京逓信病院との協議内容
　　①事業実施場所について
　　　病院内での実施場所については、当初想定していた候補地での実施が、新型コロ
　　ナウイルス感染症の院内感染等防止の観点から困難となり、再検討が必要となりま
　　した。
　　②事業内容について
　　　利用者の利便性の向上を図るため、病児保育（急性期）だけでなく、病後児保育
　　（回復期）も一体的に実施できる施設として開設をめざすこととしました。
　　③事業実施方法について
　　　運営事業者の柔軟な運営を可能とするため、委託方式から民設民営方式に事業の
　　実施方法の見直しを行いました。
※上記の理由により、令和２年度は予算の執行はありませんでした。
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執行率
81.0%
80.3%
74.4%
76.8%

（ 人　）
（ 人　）
（ 人　）
（ 人　）

39,718円 〔96.9%〕 〔3.1%〕 〔100.0%〕

507,216円 〔97.5%〕 〔2.5%〕 〔100.0%〕

2,258円 〔96.1%〕 〔3.9%〕 〔100.0%〕

2,465円 〔96.1%〕 〔3.9%〕 〔100.0%〕

40頁

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）放課後子ども教室
 　①遊び延べ参加人数 72,321人（体験プログラム数及び総実施回数　８種／107回）
 　②学び延べ参加人数 39,150人
（２）学校内学童クラブ　在籍児童数 356人
（３）いずみこどもプラザ
 　①入館者数　34,393人　②一時預かり保育利用者数　1,122人
 　③学童クラブ　在籍児童数  90人
（４）富士見わんぱくひろば
　 ①入館者数　39,423人　②一時預かり保育利用者数　1,243人
 　③学童クラブ　在籍児童数 109人
※在籍児童数は令和２年５月１日現在

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、全ての事業を一定期間休止
しました。事業実施にあたっては、各施設に対して感染対策に必要な経費を補助するこ
とで、感染拡大防止と放課後の居場所づくりの両立を図りました。また、麹町小学校に
おける放課後子ども教室事業では、感染対策により小学校長期休暇中の実施は十分にで
きませんでしたが、各活動を同一事業者が担うことで切れ目のない見守りが可能となり
ました。
　令和４年度は、令和３年度に引き続き、全ての児童が午後５時まで安全・安心に過ご
せるよう、関係機関と連携して総合的な放課後対策を推進します。

所管課 子ども部　児童・家庭支援センター 決算参考書 158頁 R2予算の概要

（３） 91円 2,349円
（４） 99円 2,564円

（１） 1,262円 40,980円
（２） 13,129円 520,345円

（４）一般利用入館者１人あたり 39,423
コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（４）富士見わんぱくひろば事業運営 126,608,000円 97,180,476円

コスト単位

（１）参加者１人あたり 3,087
（２）在籍者１人あたり 356
（３）入館者１人あたり 34,393

122,608,025円
（２）学校内学童クラブ 224,939,000円 180,569,000円
（３）いずみこどもプラザ運営補助 104,462,000円 77,673,000円

事
業
概
要

内容

　放課後の子どもの安全かつ健やかな活動場所として学校施設を活用し、総合
的な放課後対策を実施しています。
　放課後子ども教室では、「遊び」、「学び」、「体験」活動を各小学校の実
情にあわせて実施します。また、令和２年度は、麹町小学校において同一事業
者が各活動の実施を担うとともに、学校長期休暇中の実施をめざします。
　民間事業者が学校内で実施する学校内学童クラブでは、就労等により保護者
が日中家にいない児童に生活の場を提供し、子どもたちの成長を促します。
　いずみこどもプラザと富士見わんぱくひろばでは、「児童館的機能」、「拡
大型一時預かり保育」、「学童クラブ」の各事業を実施します。
　なお、令和２年度は、運営事業者に対し、新型コロナウイルス感染症対策に
伴う経費の補助も実施します。

事業開始
年度 　(１)平成19年度　(２)平成14年度　(３)平成17年度　(４)平成22年度　

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額
（１）放課後子ども教室 151,336,000円

17 学校施設を活用した放課後事業【拡充・補正予算】

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

  保護者の多様なライフスタイルに応じた子育てができる
環境を整えます
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（ 人　）

16,518円 〔94.4%〕 〔5.6%〕 〔100.0%〕

51頁

17,495円

事
業
実
績

○令和２年度実績

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため一定期間休館したことから、
利用延べ人数が少なくなりました。

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　発達障害をはじめとする子どもの障害や発達面への支援においては、障害や発達上の
課題を早期に発見するとともに早いうちから療育指導を行うことが大切です。子どもの
療育支援に対する保護者のニーズは年々高まっており、子どもの発達状況に合わせた適
切な療育支援を受ける機会が求められています。
　令和４年度も令和３年度に引き続き、増加する登録児童数の状況を踏まえたうえで、
適正な指導回数・利用頻度を確保するために、今後の事業の拡大・拡充に向けた検討を
行っていきます。

所管課 子ども部　児童・家庭支援センター 決算参考書 160頁 R2予算の概要

92,153,509円 99.8%

コスト単位 　利用者１人あたり 5,579

コスト内訳
事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

977円

事
業
概
要

内容

　平成24年12月に開設した子ども発達センター「さくらキッズ」は、心身の障
害や発達面に課題のある小学１年生以下の児童を対象に、発達に関する気がか
りや心配なことの相談に応じる子育て支援施設です。
　児童一人ひとりの発達上の課題に対しては、各種個別・集団による療育指導
を行うとともに、児童の心身の成長・発達を促し、その能力を最大限伸ばすこ
とをめざしています。また、保護者からの相談や保護者同士の交流・情報交換
の場をつくり、子育ての負担軽減を図ります。
　あわせて、児童が利用する保育園や幼稚園等の関係機関との連携を密に行
い、児童の発達支援を推進します。

事業開始
年度 　平成24年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額 執行率

92,304,000円

18 子ども発達センター「さくらキッズ」

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

  安心して子育てができ、子どもたちがすくすくと育つ地
域づくりを進めます
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（ 人　）

33,841円 〔80.6%〕 〔19.4%〕 〔100.0%〕

52頁

41,969円

事
業
実
績

○令和２年度実績
　・障害児ケアプラン検討委員会を開催（書面開催１回）
　・保健福祉部はじめ庁内関係機関との連絡会を実施（１回）
　・区内の障害児通所事業所（民間）等との連絡会を実施（１回）
　
　利用実績

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　令和２年度は、プランの新規作成に加え更新のための面談が始まり、令和元年度には
ばたきプランを作成した62人のうち51人がプランを更新しました。新規作成の面談で
は、１件あたりの面談時間が長時間に及ぶケースがあり、プラン作成上の保護者の負担
軽減が課題となっています。また、関係機関への情報提供については、18歳以降のプラ
ンの引継ぎ先及び情報の提供時期や方法等に課題が見受けられ、情報を受け取った側が
プランを効果的に活用できるような仕組みが求められます。
　令和３年度は、面談時間の短縮や関係機関との連携方法について、保健福祉部及び関
係機関とともに検討します。
　令和４年度は、令和３年度の取組みを踏まえ、利便性の向上や効率化を図るためにＩ
Ｔ機器の活用等の検討を行います。

所管課 子ども部　児童・家庭支援センター 決算参考書 160頁 R2予算の概要

19,458,488円 97.8%

コスト単位 　利用者１人あたり 575

コスト内訳
事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

8,128円

事
業
概
要

内容

　障害や発達面に課題のある児童とその保護者を対象に、妊娠期から18歳まで
の福祉や教育等の支援、サービスに関する一貫したプランニングを行うことに
より、児童一人ひとりの発達に応じた切れ目のない支援を実現します。
　保護者との面談を通して、専門相談員が児童のライフステージにあわせた最
適なサービスや支援メニューを、個別の支援計画である「はばたきプラン」と
して作成します。また、子どもの発達状況や支援情報を「子育てカルテ」とし
て整理し、保護者の希望に応じて学校や療育施設等の関係機関と情報共有を図
ります。
　このほか、児童福祉法上の障害児通所支援サービスを利用する児童には、
「障害児支援利用計画」を作成します。

事業開始
年度 　令和元年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額 執行率

19,896,000円

19 障害児ケアプラン

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

  安心して子育てができ、子どもたちがすくすくと育つ地
域づくりを進めます

▲「はばたきプラン」
シンボルマーク

「はばたきプラン」(障害児ケアプラン)

２年度 元年度

97人 69人

新規申込者数 35人 69人

継続・更新者数 53人 ―

中止・終了者数 9人 ―

560人 485人

15人 ―

利用申請者数

内
　
訳

 利用延べ人数（面談含む）

障害児相談支援利用者数
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（ 件　）

1,719,300円 〔42.4%〕 〔57.6%〕 〔100.0%〕

53頁

4,056,239円

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）障害者支援協議会の開催
　　①全体会４回（うち書面開催１回）
　　　第１期障害児福祉計画（平成30年度～令和２年度）の進捗管理及び改定
　　②計画部会４回（うち書面開催１回）
　　　第２期障害児福祉計画（令和３年度～５年度）の成果目標及び計画事業の検討
（２）第２期障害児福祉計画（令和３年度～５年度）策定
　　　障害者計画、第６期障害福祉計画と一体的に「千代田区障害福祉プラン」とし
　　て策定
（３）「千代田区障害福祉プラン」報告書作成
　　①本　編　Ａ４版カラー印刷 143ページ　300冊
　　②概要版　Ａ４版カラー印刷  10ページ　300部
　　※区内教育・福祉関係機関等に配布

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　第２期計画の成果目標では、第１期計画で未達成となった「児童発達支援センターの
設置」、「医療的ケア児支援のための関係機関による協議の場の設置」を引き続き目標
に定め、新たに「医療的ケア児支援のためのコーディネーターの配置」を設定しまし
た。また、計画事業では障害児通所支援について、各事業ごとに利用状況を踏まえて３
か年の計画値を設定しました。
　本事業は、第２期障害児福祉計画の策定を目的とした事業であるため、令和２年度で
完了しました。今後は、進捗管理を適切に行いながら、本計画の協議機関である障害者
支援協議会で進捗管理を行うとともに、本計画の最終年にあたる令和５年度までの計画
内容の達成に努めていきます。

所管課 子ども部　児童・家庭支援センター 決算参考書 160頁 R2予算の概要

1,719,300円 86.0%

コスト単位 　策定１件あたり １

コスト内訳
事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

2,336,939円

事
業
概
要

内容

　区では、０歳から18歳までの障害児や発達に課題のある児童を対象とする
「障害児福祉計画」において、障害児通所支援等を提供するための体制の確保
やサービスの目標量等を定めています。
　令和２年度は、第１期障害児福祉計画の最終年度にあたり、新たに第２期障
害児福祉計画を策定します。次期計画では、令和元年度に障害者（児）を対象
に実施したアンケート調査の結果や障害児通所サービスの利用状況、障害者支
援協議会の意見等を尊重し、施策の成果目標及びサービス供給量等の目標値等
を定めます。

事業開始
年度 　令和２年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額 執行率

2,000,000円

20 第２期障害児福祉計画の策定【新規】

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

  安心して子育てができ、子どもたちがすくすくと育つ地
域づくりを進めます
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執行率

0.0%

0.0%

（ 人　）

（ 人　）

0円 〔0.0%〕 〔100.0%〕 〔100.0%〕

0円 〔0.0%〕 〔100.0%〕 〔100.0%〕

46頁

　保護者の多様なライフスタイルに応じた子育てができる
環境を整えます

事
業
概
要

内容

　区内の保育施設の増加や国や東京都の制度の変更に伴い、児童の在園管理や
補助金申請に関する業務量が増加しています。また、区立保育施設において
は、保育ニーズの多様化に伴う業務量の増加や、手書きによる書類作成のた
め、保育士の負担が増大しています。
　そこで、ＩＣＴを活用した業務支援システムを導入することで、事務処理の
負担軽減とともに、保育の質の向上を図ります。
（１）私立保育所給付支援システム
　　　保育事業者の補助金申請書類をシステム上で作成し区へ提出すること
　　で、誤入力の大幅な削減と送達事務の減少等、業務改善を行います。
（２）園内業務支援システム
　　　登降園時間の管理や保育日誌などの作成をシステムで行うことにより、
　　保育士１人あたりの負担を軽減します。

事業開始
年度 　令和２年度

21 保育ＩＣＴ化の推進【新規】

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）私立保育所給付支援システム
　　　新型コロナウイルス感染症に係る補助金が新設された影響により、システムへの
　　対応の検討が新たに必要となったことや、システム化を予定していた補助金申請の
　　事務の一部について、ＲＰＡ（ソフトウェアロボットによるマウス・キーボード操
　　作などを自動化したツール）を活用し効率化が図られたことから、導入を見合わせ
　　ました。
（２）園内業務支援システム
　　　新型コロナウイルス感染症の発生状況等を踏まえ、園児や職員の健康管理も可能
　　なシステムへの再検討が必要となったため、導入には至りませんでした。
※（１）、（２）いずれもシステムの導入には至らなかったため、予算執行はありませ
んでした。

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　事務業務や保育業務の負担は、新型コロナウイルス感染症対応も加わり、ますます増
大しており、様々な手法を用いて負担軽減に取り組んでいく必要があります。
　当初予定していたシステムは、いずれも導入には至りませんでしたが、補助金申請に
係る事務については、ＲＰＡの活用により業務の一部効率化を実現しました。
　また、保育園の園内業務については、システム導入のほか、専門職員の配置・巡回等
による業務支援なども併せて検討していく必要があります。
　令和４年度は、令和３年度の検討内容を踏まえ、引き続き業務負担の軽減と保育の質
の向上を図っていきます。

所管課 子ども部　子ども支援課 決算参考書 160頁 R2予算の概要

（１）私立保育所給付支援システム 20,460,000円 0円

（２）園内業務支援システム 7,726,000円 0円

コスト単位
（１）園児１人あたり 1,538

（２）園児１人あたり 748

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（１） 1,519円 1,519円

（２） 3,124円 3,124円
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執行率

95.6%

52.7%

（ 　　）

（ 　　）

－ － － －

－ － － －

－

22 子育て世帯への臨時特別給付金【補正予算】

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　安心して子育てができ、子どもたちがすくすくと育つ地
域づくりを進めます

事
業
概
要

内容

　国の令和２年度補正予算（第１号）の成立を受け、新型コロナウイルス感染
症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する取組みの一つとして、児童
手当（本則給付）を受給する世帯（０歳から中学生までの子どものいる世帯）
に対し、通常の児童手当と分けて臨時特別給付金（一時金）を支給します。
※児童手当（本則給付）：所得制限（所得額622万円＋扶養親族１名につき38
万円加算）未満の者への手当
（１）対象者
　　　令和２年４月分の児童手当受給者
（２）支給額
　　　対象児童１人につき１万円

事業開始
年度 　令和２年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額

（１）給付金 47,000,000円 44,910,000円

（２）事務費 9,894,000円 5,209,730円

コスト単位
（１）コスト調査対象外 　 －

（２）コスト調査対象外 　 －

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　本事業は、令和２年度の時限事業として実施したため、完了しました。

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（１） － －

所管課 子ども部　子育て推進課 決算参考書 162頁 R2予算の概要

（２） － －

事
業
実
績

○令和２年度実績
　新型コロナウイルス感染症の流行により、困窮している子育て世帯へ正確に給付金を
支給するために、既存の児童手当の給付システム及び給付情報に新たな給付システムを
開発し、既存の児童手当の給付システム及び給付情報と組み合わせて活用しました。ま
た、申請を省略し、既存の児童手当の給付情報を活用することで、給付金を正確かつ迅
速に支給することができました。

　【給付実績】

※システム開発費が当初想定よりも低額となったため、執行率が低くなりました。

児 童 数 4,012 人 479 人 4,491 人

受給者数 2,673 人 275 人 2,948 人

計
公務員
受給者

千代田区
受給者
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執行率

0.0%

69.2%

19.0%

（ 施設）

（ 施設）

（ 施設）

0円 〔0.0%〕 〔100.0%〕 〔100.0%〕

27,000,000円 〔79.4%〕 〔20.6%〕 〔100.0%〕

1,767,550円 〔33.5%〕 〔66.5%〕 〔100.0%〕

44頁

23 （仮称）四番町公共施設整備

ちよだみらいプロジェクトの
施策の目標

　保護者の多様なライフスタイルに応じた子育てができる
環境を整えます

事
業
概
要

内容

　四番町保育園・児童館等施設は築後40年が経過し、設備全般の経年劣化や躯
体の老朽化が進んでいるため、隣接する四番町アパート等（四番町図書館、区
民集会室、防災備蓄倉庫、職員住宅）も含めた一体的な施設整備を進めていま
す。
　令和２年度は引き続き既存施設の解体工事及び新築工事を進めます。
※事業費・コストは、地域振興部、環境まちづくり部、政策経営部分を含む合
計

事業開始
年度 　平成27年度

事
業
費
・
コ
ス
ト

予算現額 決算額

（１）工事費 313,000,000円 0円

（２）工事監理委託料 39,000,000円 27,000,000円

（３）事務費 9,300,000円 1,767,550円

コスト単位

（１）整備１施設あたり １

（２）整備１施設あたり １

（３）整備１施設あたり １

コスト内訳 事業費等（A） 人件費（按分）（B） 総コスト（C=A+B）

（１） 13,242,655円 13,242,655円

（２） 7,010,817円 34,010,817円

（３） 3,505,409円 5,272,959円

事
業
実
績

○令和２年度実績
（１）既存施設の解体工事
　　　令和３年２月に工事説明会を資料配付にて実施し、解体工事に着手しました。
（２）（仮称）四番町公共施設整備検討会議
      関係部署が多岐にわたっているため、平成29年度から（仮称）四番町公共施設整
　　備検討会議を設置し、全庁的な検討を行っています。令和２年度中は３回開催し、
　　全体スケジュールの調整や各施設の進捗状況の情報共有を行いました。
※新型コロナウイルス感染拡大の影響により、区営住宅居住者の引越期間が延び、工事
の着手が遅れたため、令和２年度は工事費の執行はありませんでした。事務費について
は既存施設のＰＣＢ含有調査において含有物が発見されず、処分に係る経費の執行がな
かったため、執行率が低くなりました。
　なお、工事費については全額、工事監理委託料については令和２年度の執行額を除
き、令和３年度に予算を繰り越しました。

事
業
実
績
を
踏
ま
え
た

課
題
及
び
現
況
と
令
和

４
年
度
予
算
へ
の
対
応

　令和３年度以降も、引き続き施設整備を推進します。なお、解体予定の建物外壁等に
アスベストの含有が確認され除去工事が必要となることから、工期の延長が見込まれま
すが、工事期間中は周辺地域に十分に配慮しながら整備を進めていきます。
　開設は令和８年度を予定しています。

所管課 子ども部　子ども施設課 決算参考書 164、204、
214、224、242頁 R2予算の概要
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